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原油など素材価格の上昇により、国内企業物価は上昇しているが、消費者物価は前年比では小幅

な下落基調が続いている。月例経済報告においても、「緩やかなデフレ状況にある」という評価か

ら脱却できない状態である。 
消費者物価は、様々な要因で決定されるが、その大きな要素の一つが労働コストである。主要先

進国が BRICS 急成長への対応が課題となる中で、中国をはじめアジア製品との価格競争を背景に
わが国では、依然として労働コストの削減が続いている。また、グローバル化によって市場統合が

進み、国際的な資本と労働力の移動が自由に行われると、国内でマネーサプライが増加しても債券

投資や株式投資などの形によるマネーの海外流出や完全雇用水準に達しないことが生じるため、国

内の財・サービス等の価格上昇につながりにくいとの指摘もある。 
消費者物価の動向は、需給ギャップや労働コストなど従来型の要因だけでは説明しにくくなって

きた。むしろ、現在のデフレ傾向は、グローバル化による市場構造の変化に起因する。このような

経済のパラダイム転換期においては、国際競争力の改善に向けて、事業の高付加価値化、新しい技

術・サービスの開発力の一段の向上に注力し、国内におけるものづくり産業の発展基盤をどのよう

に維持、強化していくかが課題となっている。 
 

＜各指標の動き＞ 

円・株価の動き（月平均）
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出所：日本経済新聞社
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鉱工業生産指数　（前月比）
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出所：近畿経済産業局 資料
 

大型小売店販売額　（前年同月比）
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出所：近畿経済産業局 資料
 

新設住宅着工戸数　（前年同月比）
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出所：国土交通省 資料
 

乗用車新規登録･届出台数　（前年同月比）
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出所：近畿経済産業局 資料

◇近畿は前月比 2.5％、
3 か月ぶりの低下。一
般機械工業、電気機械

工業などの業種が低下

に寄与した。品目別で

は猛暑の影響で好調だ

ったセパレート形エア

コンが落ち込んだ。 

 
◇近畿は秋物商品の不

調、台風による来店客

数の減少から前年比

4.5％減。百貨店は前年
のプロ野球優勝セール

の反動等でマイナス、

スーパーは残暑と台風

の影響で飲食料品など

が不調でマイナス。 

 
◇近畿は持家が減少し

たが貸家・分譲住宅が

増加し前年比 5.9％増。
分譲住宅のうち分譲マ

ンションは同 5.7％増
となったが、在庫削減

に注力し新規着工には

慎重な動きである。 

 
◇近畿は、前年比 0.5％
増。新型車投入の効果

がみられる。小型車が

2 か月ぶりのマイナス
となったが普通車は

17か月連続、軽四車は
10か連続のプラス。 
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機械受注（前年同月比）　全国：民需除く船舶､電力／近畿：民需除く船舶ベース
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出所：日本銀行大阪支店　資料
 

公共工事請負金額　（前年同月比）
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出所：西日本建設業保証㈱ 資料
 

輸出　（円ベース、前年同月比）
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出所：財務省 税関（全国）、大阪税関（近畿） 資料
 

輸入　（円ベース、前年同月比）
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出所：財務省 税関（全国）、大阪税関（近畿） 資料
 

◇ 近 畿 は 前 年 比

18.7％増。7－9 月期
は前期に比べ鈍化し

ているが概ね堅調で

ある。全国（同 5.0％
増）は半導体に慎重な

動きがみられたが、一

時的なものか今後の

動向が注視される。 

 
◇ 近 畿 は 前 年 比

15.9％減の 1410 億
円。「公団・事業団等」

で半減し、また大型工

事の反動減により「そ

の他の公共的団体」で

も大幅減となった。 

 
◇ 近 畿 は 前 年 比

11.5％増、30 か月連
続のプラス。輸出額は

4か月連続で 1兆円超
となった。品目別では

半導体等電子部品が

15 か月連続のプラ
ス、他には鉄鋼、科学

光学機器などが増加

に寄与した。 

 
◇ 近 畿 は 前 年 比

10.9％増。輸入額は過
去最高を記録した。ま

た大阪港の輸入額も

過去最高となった。品

目別では原粗油が 5
か月連続のプラス。 
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完全失業率　（全国:季節調整値、近畿:原数値）
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出所：総務省統計局 資料
 

有効求人倍率
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出所：厚生労働省 資料
 

企業倒産件数　（前年同月比）
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出所：帝国データバンク 資料
 

消費者物価指数　（前年同月比）
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出所：近畿経済産業局 資料

(平成12年=100)

 

◇近畿は 5.5％、前年
比 1.3ポイント減。完
全失業者は同 13万人
減の 57万人、就業者
は同 19万人増の 986
万人。失業者が減少す

る一方で就業者が増

加し、雇用環境の改善

幅が増した。 

 
◇近畿は、0.77 倍。
前月から横ばいの推

移となったが、大型小

売店の新規出店が新

規求人を押し上げる

一因となり、雇用環境

に明るさがみられる。 

 
◇近畿は 252 件、17
か月連続の減少。大型

倒産があったものの、

全体では零細企業の

倒産の比率が圧倒的

に高い。業種別では、

構成比の高い建設が

8 か月連続で前年を
下回っている。 

 
◇近畿は 97.9、前年
比 0.1％減で緩やかな
デフレ状態にある。ガ

ソリン価格の上昇な

どにより、マイナス幅

は前月に比べて縮小

している。 


